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「不法滞在」外国人における医療保障問題




を要請 している。 しか し,現実には合法的に入国した者の保障す ら十分ではない状態
である。特に,「不法滞在」外国人においては,「不法」ということを根拠に,そ の存
在すら否定されていた。1998年夏,東 京地裁は国民健康保険の加入要件 としての 「住
所を有する」 ことの解釈を,国 籍や滞在資格 より上位の優先要件 として位置づけた。
このことは,社 会保障の対象を 「国民」から 「住民」へと移行させる意味をもつもの
であ り,社会保障の本質に関わる新 しい見解である。加えて,結核の再流行や 「不法
滞在」外国人の存在背景などを考慮すると,や は り社会保障が国籍や在留資格による
対象の限定性をもっていることは,そ の本来の 目的から乖離する。
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は じ め に
くの
1998年7月,「不法滞在」外国人(オ ーバーステイ)の 国民健康保険(以 下,国 保 と略す)加
入の条件をめぐって,新 たな解釈が東京地方裁判所で示された。加入の際に考慮 される,「住所
を有する」 ことに対する判断である。この判決以前は,「不法滞在」であることは,そ もそ も日
本での存在を認められたものではないのだから,国 保加入云々を議論できるレベルではない と




法」という法律的立場 よりも,「そこに住む人」という実態をまず優先させ ようとする解釈 をし




置づけることによって,社 会保障制度が もつ国籍による排除性を解消 させる意味があったとい
える。
本論文では,今 日まで 「不法滞在」外国人が排除される根拠 となっていた,「住所を有する」




できない差 し迫った事例 として取 りあげ,社 会保障全体 としても 「国民」から 「住民すべて」
を対象にすべ きであることを論 じていきたい。
なお,大 貫憲介著 「在留無資格外国人に国民健康保険適用」(『賃金と社会保障』No.1232,
1998年8月下旬)に おいて,本判例の紹介はされているが,社 会保障が もつ国籍による排除性
まで言及しているものは,今 のところ見当たらない。
1「 住 所 を有 す る」 に関す る新 たな解 釈
1998年7月16日,東京地裁に於いて,r不法滞在」外国人の国保加入の是非をめ ぐって,一
つの判決が下された。
日本人男性 との離婚が原因で,「日本人の配偶者等」の在留資格(在 留期間1年)を 失い,
「不法滞在」 となっていた中国人女性Aさ んが,再 婚を機に武蔵野市へ国保の被保険者証の交付
を求めたところ,在 留資格のない者は 「住所を有する者」を条件 とした,国 保の交付条件に適
応 しないとして,交付を拒否されていた。
Aさ んか らの,武 蔵野市の不交付処分の取消しを求める訴訟に対 して,東 京地裁は,「在留資




を申請 していることなど,中 国人女性に居住の事実が認め られるため,原 告に国保を適用すべ
きである」 と判断した。
本件は,こ れまでの 「不法滞在」外国人から国保適用 を求める訴訟に対する判決の流れとは
逆の判断を示す ものである。
この判決以前には,「不法滞在」外国入は存在そのものが認め られていないので,「住所 を有




以下ではまず,国 保加入におけるこれまでの経緯か ら取 り上げてい くこととする。
なお,こ の判決後,Aさ んに在留特別許可が認められたことをもって,国 保加入を果た した








ず,無 保険者 となっている場合 とがある。それ以外には,保 険制度を知 らなかった り,貯蓄や
送金のために保険料を倹約するために,敢 えて無保険者 となるといったことがあげられる。「不
法就労」外国人の場合,外 国人登録窓口か ら入管局への通報を怖れ,登 録を行っていないケー





康保険19.0%,国保34.8%となっている。 日本人 と比較した場合,そ れらの加入率は極めて低
調であるといえる。また,韓 国 ・朝鮮籍外国人を除いた,い わゆるニュー ・カマーの加入率は























国保がその制度の性格上,低 所得者層や不安定雇用者層を多 く抱えるため,常 にその財政が苦
しいことである。そこに加えて,ケ ガや病気にかかる割合が高 く,しか も徴収の困難な外国人
労働者がその対象となると,ますます財政は苦 しくなる。とくに 「不法就労」外国人や 「不法
滞在」外国人については,労働内容による事故発生率の高さと徴収の困難 さを併せ,「排除の論
理」が働いているものと思われる。このことは,国民年金についても,同様のことがいえよう。
しかし,公 的保険制度の性質が,私 的な保険では収益が見込めず,そ の存続が困難な領域を
対象 とするために,も とか ら財政難は不可避な問題であるといえる。 したがって,財 政難を理
由とする 「排除の論理」は間違っているといえよう。
2-2「 不法滞在」外国人の国保加入における解釈
国保法第5条 には,「市町村や区の区域内に住所を有するものは,市 町村が行 う国保の被保険





●事例 フィリピン国籍の女性,ア セロン ・マリアフェ ・アンダヤさん(29)は,1989年
3月に出稼 ぎのため,他 人名義のパスポー トで不法入国した。1991年10月に日本人男性と
結婚 して足立区に住み,女 児をもうけた。翌年,不 法入国の事実を区長に申告して改めて
外国人登録をした。93年3月に夫が死亡。同年5月 に国民健康保険証の交付 を足立区に請
求したが,在 留資格がないことを理由に交付を拒否され,東 京都国保審査会への不服 申し
立ても拒否された。女性は提訴したが,1995年9月27日,東京地裁は 「不法入国 した外国
人は,日 本の社会の構成員として社会生活をすることが一できない者であ り,国民健康保険
制度の適応できない」 とし,健康保険証の交付を拒否 した足立区の処分を認め,処 分取 り
消 しを求めた女性の請求を棄却 した。マリアフェさんは,慢性 じん炎に悩まされているが,
全額 自己負担のため,医 療機関の診察を受けることをため らい,本 格的な医療は受けてい
ない。
この裁判の争点は,「不法滞在」外国人についての,「住所のある」 という文言についての解
釈であった。マリアフェさんの 「住所がある」とする根拠 としては,女 児の登録されている住
民票の世帯主がマリアフェさん自身であること,所得税や住民税の納付 を行っていること,民
法21条に示す 「住所」の要件である寝食が行われている場所であ り,使用する家財道具や 日常








となる本拠を置 くこと自体が容認されていない。違法 な入国を基礎 として作 られた居住の事実
状態だけをとらえて,そ こに 『住所を有するもの』 と評価することはため らわれる」 というも
のであった。
ところが,日 本人の場合において,以下のようなケースもある。
サラ金から借金 しその返済ができなくな り,住民票を動かせず,体 だけ移動した人に対して,
実際の居住地の自治体は,住 民登録がないことを理由に国保の加入を認めていないわけではな











解釈によって,国 保に加入で きないというのは誤 りといえる。したがって,昨 年夏の東京地裁
による,中 国人女性Aさ んの 「住所を有する」実態をもって,国保加入を認めるという判決は,
このような意味から評価で きるものであり,国保加入の条件について,過 去の判例を覆す もの











担であるが,多 くの場合 には,あ ま りにも多額であ り支払いが困難なために,診 療 した医療機




ろも現れるようになった。その結果 「不法滞在」外国人が,い わゆる 「たらい回し」に遭うケ
ースも起 こっている。
このような事態をうけて,自 治体 レベルでは1899年(明治32)に制定された,行旅病人及行
旅死亡人取扱法(以 下,行旅病人取扱法と略)の 適用を復活 させる動 きが起 こっている。
1992年6月15日,東京都が32年ぶ りに行旅法の適用を決定 した。行旅病人取扱法とは,旅 行
中に病気などで歩行が困難になった者が治療費を支払えない場合に,地 方 自治体が全額負担す
ることを定めたものである。 しかし,そ の適用範囲が生活保護法と重なることから,1960年に
おいて一度その適用を中止 し,死亡人に限って適用 して きた。それが,「不法滞在」外国人の医
療機会の増加 に伴って,復活することになったのである。
法律名は同じであっても,同法が制定された明治時代 とは,そ の内容を大きく異にしている。
対象は外国人で,し か も厳密には旅行者といえない者に対 しての治療費負担である。この法が
復活せざるを得なかったところに,「不法滞在」外国人への医療保障の不備の深刻さとともに,
医療保障への糸口を見出そうとする地方 自治体の姿勢がみられる。
東京都の行旅病人取扱法の採用以降,横 浜市,川 崎市,神 奈川県,埼 玉県,栃 木県,千 葉県
などが,相 次いで同法を復活 させている。
しかし,行 旅病人取扱法の適用は入院の場合のみである。適用金額の上限はな く全額 自治体
の負担であるが,対 象者が住所不定で無職に限られているため,同 じアパー トに長期間住んで
いた り,特定の事業所で働いている外国人労働者に適用させるには,お のず と無理があり,対
応の限界を生 じさせている。
行旅病人取扱法の運用に関しては,自 治体によってかなりの幅が確認されている。運用の違
いは,「住所 を有する」ことの解釈をめ ぐる,適用対象の限定性 によるものである。
栃木県は1993年12月に行旅病人取扱法を外国人に限って適用することを決めた。 しか し,
1994年度の運用実績をみてみると,東京都で17件に約2160万円,埼 玉県で12件に1000万円あ








しかし,栃木県では 「居所がある」 として,こ この
部分を非加入にし,行旅法適用外 とした。




い。友人宅を転々としている場合には,居 所がある者に準 じて考える」 とあり,就労の意思を











なく広が り感染する。これらの拡が りを防がなければならない時,「あなたは 『不法滞在』外国
人だか ら」 という理由で,除外者の枠を作ることは,公衆衛生の意義を消滅 させることになる。
近年,日 本では,「過去の病気」 といわれていた結核が,再 び猛威を振るい始め,1998年7月
26日には,厚 生大臣か ら 「結核異常事態宣言」が発表された。なかでも外国人居住者における
結核罹患率の高さは,日 本人のそれと比べてもはるかに高い数値を示している。(図④参照)






















































が社会的に判明する恐れや,で きるだけ短期間で稼 ぎを得ることを目的 としていることなどか





療が遅れる可能性,発 症後の拡散の可能性,耐 性菌のキャリアになる可能性など,あ らゆる段
階において,「不法滞在」外国人はマイナスの要素を多 く含んでいる。
仮に,「不法滞在」外国人を積極的に公衆衛生の対象として取 り上げるのではなく,「『不法滞
在』外国人から国民生活を守る」という消極的理解から取 り上げるに しても,や はり 「不法滞
在」外国人を放置することは出来ないのである。先述 したように,結 核菌は,日 本人であれ,
「不法滞在」外国人であれ関係なく,「そこに住む人」 に感染するからである。つまり,放置 し





ところで,こ れまで一般的な 「社会保障論」のなかで,公 衆衛生が大 きく取 り上げられるこ
くむ
とはあまりなかった。1950年の社会保障制度審議会において,社 会保障体系の四本柱として,
社会保険,公 的扶助,公 衆衛生および医療,社 会福祉 と位置づけられて,そ れがほぼそのまま
の ラ
今 日まで継承されているにも関わらず,ど ちらかというと,公衆衛生は医療サイ ドからの研究
と位置づけられているようで,他 の社会保障領域 とは切 り離 して研究される傾向がみ られる。







「不法滞在」外国人の大半は 「不法就労」をしでい一る。入国一管理一局が取 り締 まりを強化 して
も,「不法就労」は後を絶たない。ここでは,「不法就労」外国人が減らない背景として,「不法
就労」外国人が社会か ら必要な労働力 とされている実態を論 じ,社会保障から 「不法就労」外
国人や 「不法滞在」外国人を排除すべ きではないことを示す。
社 団法人群馬労働基準協会連合会の外国人労働者問題検討委員会が1994年2月17日に明らか
にした,群 馬県東毛地区の製造業者 を対象にした調査 「外国人労働者就労実態調査」は以下の






加 えて 「他国民」 という認識は,よ り露骨に 「使い捨て労働力」 として態度に現れている。




しかし,その一方で,雇 用 している側の事情も垣間見える。「日本人の敬遠する仕事に従事 し
て くれる」 とした者が30.3%もいることや,こ のアンケー トの続きには,外 国人労働者を雇う
理由として,「日本人の若者が,自 分の事業所で働きたがらない」「余剰労働力 としての日本人





ては,今 や外国人労働者だけが従業員 として 「使える労働力」なのである。賃金の負担が少々
日本人高齢者 よりも高 くなったとしても,彼 らは外国人労働者を雇うしかないのである。同じ
調査の中では,場 合によっては,外 国人労働者の平均時給の方が,日 本人パー ト従業員のそれ
くゆ
に比べても高いことが示 されている。
さらに事情が深刻で,人 手不足に加えて,就 労資格 を認められている外国人労働者(多 くの
場合には日系外国人労働者)に 高い賃金を払うこともできない事業所では,か な りのリスクを
くユの
負ってでも 「不法就労」外国人を雇わなければ,事 業の存続が成 り立たない状況にまで追いつ
められている。
以上のように,「不法就労」外国人が存在 し続けるということの背景には,彼 らを必要 とする
社会的な要請があることを考慮すべ きである。 しかしその一方で,彼 らの生活の保障がこれま
で省み られなかった事実をあわせると,今後の課題 として以下のことがいえよう。
まず,「不法就労」外国人の存在が社会的に必要な労働力 と認めるのであれば,直 ちに 「不法」
を根拠 とする,あ らゆる差別待遇をやめるべきある。どうしても必要な労働力 というのである




仮に,こ れらのことが結果的に製品のコス ト高を誘発するとしても,そ れは 「不法就労」外
国人に対 して,「人として」備えている正当な権利 を保障した結果に過ぎない。その保障のため
のコス ト負担については,彼 らを雇っている企業群は当然として,彼 らが就労することで恩恵
を受けてきた社会全体にも,い くらかの負担が求められるべ きであろう。
お わ り に
本論文では,これまでに社会保障制度が,「不法滞在」外国人などを排除してきた経緯と,東
京地裁の判決を題材に,国際化社会 として社会保障制度の対象を,「国民」から 「住民」に移行
させる必要性を論 じて きた。加えて,社 会保障の領域の中には公衆衛生の ように,現実的には
国籍や在留許可の有無を問うていられないものが存在することも併せて取 りあげてきた。
例えこれ らの動 きが,自 国民を守るという目的のためだけの,自 国民中心主義的で消極的な
社会保障の理解であったとしても,少 な くともこれまでの社会保障制度が もっていた,国 籍に
よる限定性に対 して,ま ずは 「そこにいる人」の生活困難にいかに対応するか,と いう社会保
障のあ り方を問い直 した結果であるといえよう。




要件 を撤廃する様子のないことか らもみることができる。やはり,よ り根本的なところか ら,
社会保障における国籍のもつ排除性を問い直さない限 り,「不法滞在」外国人への医療保障をは
じめとした,「国民」ではない人々への社会保障は十分確保されないであろう。
一般的には,社会保障の要件 として,「第1に,国 家が主体である。第2に,全 国民が客体
くユらン
(対象)で ある。 第3に,そ の内容 は最低生活 の保 障であ る」 と,先 行研究 で示 されている。 し
か し,そ こでは 「国家が主体 で あるか ら対 象 は国民 」 とい う認識が当た り前 の ように語 られて
い るだけで,な ぜ 「国民 」 と限定 されてい るのか につ いて は,論 究 されて いない こ とが 多い。
この ことについ ては,「ナ シ ョナル ・ミニマム」 の形成過程等 の歴 史的経過 の研 究 と並んで,探
求 を深め る必要性 があ るとい えよう。
今 日では,EUな ど,国 家 の枠 を超 えた集 団が形成 され,人 の往来が 国境 を越 えて より活発
に行 われ るであろう時代 を迎えてい る。そ うい う時代 において,果 た して社会保障制 度が,「国
家」 によって規 定される,「国民」 単位 の ままで よい ものであろ うか。少な くとも,日 本 におい
ては,「不法滞在」外 国人が多 くの社 会保 障の対象か ら排 除 されて きた経緯 があ るが,昨 年夏の
東京地裁 の判 決に よってな され た 「住所 を有す る」の概 念規定が,「国民」 を超 え 「住民」 にま








(3)それぞれ1995年3月31日,8月1日現在の数値。出所は宮島喬 ・樋口直人 「医療 ・社会保障一生存
















(1,018人)のうち,不 法就労事実が確認された者は,全 体の85.7パーセ ントに当たる872人(うち男
性465人)であった。法務省ホームページhttp:〃www.moj.goJR/PRESS/990106-1.htmより







直接雇用 間接雇用 日本人パー ト従業員
全体 1133.2 1525.9 879.9
零細事業所(1～9人) 1013.5 1137.5 784.0
小規模事業所(10～29人) 1089.0 1143.8 930.0
中規模事業所(30～99人) 1126.3 1517.4 864.9
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